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弁護士が精選！ 重要労働判例 - 第469回　日東電工（有期雇

用契約社員）（一時金支給債務の不履行を要因とする不法行

為責任の存否）事件

読む前にチェック！ 判決から学べるポイント

① 単なる賃金不払いがあった場合は、債務不履行となるにすぎず、当該不履行自体に不法行為の成立は

認められない

② 上記は、使用者の行為が別途不法行為に該当する場合はその限りではない

日東電工（有期雇用契約社員）（一時金支給債務の不履行を要因とする不法行為責任の存否）事件（最

高裁二小　令8.2.13判決）

使用者の賃金支払債務の不履行につき、債権者の不法行為法上の権利利益を侵害するものではないとして

不法行為の成立を認めなかった事例

掲載誌：労判1352号5ページ、判タ1544号29ページ

［二審］名古屋高裁　令6.9.12判決　労判1352号24ページ

［一審］津地裁　令5.3.16判決 労判1352号54ページ

※裁判例および掲載誌に関する略称については、こちらをご覧ください

1　事案の概要

［1］本件の概要

　本件は、Y社と期間の定めのある労働契約を締結して勤務していたXらが、①Y社との当初の労働契約締結

時から雇用区分の中における有期雇用契約社員ではなく準社員であったのに賞与が支払われなかったとし

て、主位的に、不法行為に基づき、一時金相当額等の支払いを求め、予備的に、準社員としての地位に基づ

く賞与支払い請求権に基づく賞与等を求めるとともに、②期間の定めのない労働契約を締結している労働者
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とXらとの間で、通勤手当、扶養手当、リフレッシュ休暇、賞与および賃金、年次有給休暇、特別休暇およ

び福利厚生等に相違があったことは労働契約法20条（平成30年法律71号による改正前のもの。以下同じ）に

違反するものであったと主張し、Y社に対し、不法行為に基づき、損害賠償を求めた事案である。

［2］事実関係

Y社が雇用する労働者は、従前、期間の定めのない労働契約を締結した正社員と期間の定めのある労働契

約を締結した準社員とに区分され、正社員には正社員就業規則が、準社員には準社員就業規則が適用されて

いた。

Y社は、Xらを新たに設ける区分である有期雇用契約社員として雇用することとし、平成22年1月1日から平

成23年9月1日までの間に、Xらとの間で契約期間を6カ月とする労働契約を締結した。上記労働契約におい

て、Xらの労働条件は有期雇用契約社員就業規則による旨が定められていたが、Y社が同就業規則を作成した

のは同年11月3日であった。

準社員就業規則は準社員に対する一時金に関する定めを置いていたのに対し、有期雇用契約社員就業規則

は有期雇用契約社員に対する一時金に関する定めを置いていなかった。

また、正社員には、通勤手当、扶養手当、賞与の支給があり、リフレッシュ休暇制度および特別休暇制度

が設けられている一方、有期雇用契約社員には、いずれも認められていなかった（準社員は上記のとおり一

時金の支給が認められており、正社員よりも少ない日数の特別休暇は認められていた）。加えて、正社員は、

年次有給休暇を半日単位で行使できるとされる一方で、有期雇用契約社員は、実際に半日単位で行使でき

ず、年次有給休暇の付与日数も正社員に比べて少なかった。福利厚生においても違いが認められた。

［3］訴訟の経過

（1）賞与等の請求について

　一審は、XらとY社は、有期雇用契約社員として労働契約を締結したと認められるとして、Xらに準社員就

業規則の適用を認めず、準社員であることを前提とするXらの賞与（一時金）相当額の支払いを求める主位的

請求および予備的請求をいずれも棄却した。

これに対し、二審は、Xらには、有期雇用契約社員就業規則が作成された平成23年11月3日の前日までは準

社員就業規則が適用されるとした上で、Y社は同日まではXらを準社員と扱うべきであったのに、これに反し

て一時金を支給しなかったことから、Xらの、Y社に対する不法行為に基づく、一時金等に係る損害賠償請求

を一部認容した。

これに対して、Y社が上告および上告受理申し立てをし、最高裁は、この部分に係る上告受理申し立てを受

理した。

（2）有期・無期契約労働者間の労働条件の相違を理由とする労働契約法20条違反について

　一審、二審とも、扶養手当、リフレッシュ休暇、年次有給休暇の半日取得の可否、特別休暇の相違を不合

理として、Xらの、Y社に対する不法行為に基づく損害賠償請求を一部認容した（二審では、リフレッシュ休

暇の相違については認容されたXらの数および金額は減少し、年次有給休暇の半日取得の可否の待遇差に関

する慰謝料は増額されている）。

これに対して、Y社は上告および上告受理申し立てをしたものの、扶養手当および特別休暇の相違について



は、Y社が上告受理申し立ての理由を記載した書面を提出せず、いずれも却下され、その余の上告について

は、上告受理の決定によって排除されたとして、棄却されている。

2　判断

Xらの一時金に係る損害賠償請求は、Xらに準社員就業規則が適用され、一時金の支払いを求める具体的請

求権（労働契約に基づく賃金債権）を有していたことを前提とした上で、Y社がその支払債務の履行を怠った

ことが不法行為に該当するとして、一時金相当額等の損害賠償を求めるものである。

しかしながら、Xらが上記賃金債権を有するのであれば、Y社においてその支払債務を履行しなかったとし

ても、契約に基づく金銭債務の不履行となるにすぎず、当該不履行自体は債権者の不法行為法上の権利利益

を侵害するものではないから、一時金が支払われなかったからといって不法行為が成立するものではない。

本件において、Xらは、専ら一時金が支払われなかったことをもって不法行為に該当すると主張するものであ

り、契約責任（債務不履行）のほかに、不法行為責任が問題になる余地はない。

したがって、Xらは、Y社に対し、Y社による一時金の支払債務の不履行を理由として、一時金相当額を不法

行為に基づく損害賠償として請求することはできないというべきである。

3　実務上のポイント

　本判決は、一審、二審において、XらがY社に入社した当時、「有期雇用契約社員就業規則」等といったXら

の雇用区分に対応する就業規則がなかったことを前提に、Xらに対して、当時、期間の定めのある労働契約と

してY社において有期雇用契約社員と別に処遇されていた準社員に対する「準社員就業規則」の適用があるか

どうか、という観点から事実に照らし、判断を示したものであった。しかしながら、本判決は、Xらに対し

て、「準社員就業規則」が適用されるかどうかという点には触れず、その前段階で、そもそも、賃金不払いが

あったとしても、それは債務不履行となるにすぎず、当該不履行自体は不法行為法上の権利利益を侵害する

ものではないとして、不法行為の成立を認めなかった。

実務上、未払い賃金請求がなされる場面において、不法行為に基づく損害賠償も同時になされる例は数多

くみられる。

この点につき、相当古い判決ではあるが、「大審院　明44.9.29判決（民録17輯519ページ）」において、債

務者の債務不履行は民法709条以下の不法行為であるということはできないから、たとえこれにより損害を

生じても、債権者の享有する他の権利を侵害しない限り、不法行為による損害の賠償としてその救済を求め

ることはできないとした判決が見られるところである。本判決は、債務不履行それ自体によっては、不法行

為法上の権利利益を侵害するものではなく、不法行為に該当しないことを改めて明示した点が重要なポイン

トである。

債務不履行と不法行為は、遅延損害金の起算時期、立証責任の分配等、多数の違いはあるが、賃金請求に

関する場面では、時効の違いが一番大きいと思われる。すなわち、本稿執筆時点では、労働契約に基づく賃

金請求の時効は行使できるとき（すなわち支給日）から3年間（労働基準法143条3項、同法115条）であるの

に対し、不法行為の場合は損害および加害者を知った時から3年間（民法724条）である。損害を知った時と

は、違法行為による損害の発生の事実を知ることを要するとされ、被害者が損害の発生を現実に認識した時



とされている。すなわち、労働契約に基づく賃金請求の場合、客観的に支給日が起算点と定まってしまうの

に対し、不法行為の場合、労働者の主観によって、時効の起算点を後ろ倒しにする余地があるのである。本

判決の二審も、「準社員には具体的な権利性のある賞与請求権があることを知っていたとも認められない」と

して、時効の起算点を後ろ倒しにし、Xらの請求を一部認容している。

このように、単なる債務不履行に不法行為が認められることによって、使用者によっては、客観的な賃金

請求権の時効期間経過後であっても、実質的には賃金請求と変わらない不法行為に基づく損害賠償請求が認

容され得る地位に置かれるとなれば、使用者の地位をいたずらに不安定にさせることになるから、この観点

からも単なる債務不履行が不法行為に該当しないことを判示した本判決は妥当な判決である。

もっとも、本判決は、単なる債務不履行が不法行為に該当しないことを判示したのみであり、実質は債務

不履行であっても、使用者の行為が別途不法行為に該当する事案までも、不法行為に該当しないと判断した

ものではないことには注意を要する「判タ1544号　31ページ」（本判決の解説）において、別途不法行為が

成立する余地がある事案として、使用者が労働者による賃金債権の行使を妨げるために賃金台帳を改ざんし

た場合、労働組合への加入を理由とする不利益な取り扱いとして賃金を支払わなかった場合が挙げられてい

る。

なお、本判決では、いわゆる同一労働同一賃金に関する②の一審、二審の判断に対して何の判断も示して

いない点にも留意すべきである（控訴審判決で確定）。
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■裁判例と掲載誌

①本文中で引用した裁判例の表記方法は、次のとおり

事件名 係属裁判所 法廷もしくは支部名 判決・決定言渡日 判決・決定の別 掲載誌名および通

巻番号

(例)小倉電話局事件 最高裁 三小 昭43.3.12 判決 民集22巻3号

②裁判所名は、次のとおり略称した

最高裁　→　最高裁判所（後ろに続く「一小」「二小」「三小」とは、それぞれ第一・第二・第三の各

小法廷における言い渡しであることを示す）

高裁　→　高等裁判所

地裁　→　地方裁判所（支部については、「○○地裁△△支部」のように続けて記載）

(1) (2) (3) (4) (5)

(6)

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
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③掲載誌の略称は次のとおり

民集：『最高裁判所民事判例集』（最高裁判所）

集民：『最高裁判所裁判集民事』（最高裁判所）

労民集：『労働関係民事裁判例集』（最高裁判所）

労判：『労働判例』（産労総合研究所）

労経速：『労働経済判例速報』（経団連）

判時：『判例時報』（判例時報社）

判タ：『判例タイムズ』（判例タイムズ社）

労旬：『労働法律旬報』（旬報社）
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